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データセンター開発・運営プロジェクトのオペレーションに関する法的留意点

注 1
『データセンター開発・運営プロジェクトのストラクチャリングに関する法的留意点』ARES不動産証券化ジャーナル 86号（2025年4月）20頁
注 2
特にメガクラウド事業者などグローバルに事業を展開する事業者については、オペレーションを国際的に統一する必要性が高く、統一的な運営の要
請と日本特有の規制とをどのように整合させるかという点が問題になるところである。
注 3
前稿と同様に、本稿においてもハイパースケールデータセンターを主に念頭に置いて議論を進めていく。

1. はじめに

本誌前号において、データセンターの開発・

運営に関する主要な法的留意点のうちストラク

チャリング上の留意点にて解説したが注1、本稿で

は、データセンターの運営（オペレーション）に

関連する事項について整理する。データセンター

は、不動産に関連する事業であるとともに、様々

なサービスの集合体であり、これを規制する単

一の法律があるものではなく、そのサービス内

容、ストラクチャー、物理的構造等に応じて様々

な法令が適用され得る。また、データセンター

自体が比較的新しい事業であり、かつその事業

内容も急速に進化していることから、各種の法

令を適用する上で従来は検討されていなかった

新しい論点を生じさせることも少なくない注2。本

稿では、データセンター事業の中核となるカス

タマーとの契約の法的性質及びデータセンター

事業に適用される主要な規制について概観する

とともに、議論の前提を整理することを試みる

ものである。以上に加えて、データセンターの

運営において不可欠の要素となる電力の調達に

関する法的留意点についても解説する注3。
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なお、本稿における意見にわたる部分は筆者

らの個人的な見解であり、筆者らの所属する団

体の見解ではないことにご留意いただきたい。

2.カスタマーとの契約の
法的性質

データセンター事業に適用される規制につい

て論じる前提として、データセンター事業につ

いてデータセンター事業者とカスタマーが締結

する契約の法的性質について述べる。

ハイパースケールデータセンターにおいて、

データセンター事業者は、カスタマーに対して、

データセンター内の空間の利用権限を付与する

とともに、電力、空調等を提供するほか、各種

の付随的なサービスを提供するのが典型である

が、これらの事項に関してデータセンター事業

者がカスタマーとの間で締結する契約の法的性

質は様々なものがあり得る。建物内の空間の利

用権限の付与という点を重視すると建物賃貸借

契約となるが、サービス提供という点を重視す

るとサービス契約（役務提供契約）ということに

なり、実務上は必ずしもこのいずれかであるこ

とを明示しないケースや、他の契約形態として

いるものも多いところである注4。

もっとも、日本においては、契約が建物の賃

貸借契約であるということになると借地借家法

の強行規定が適用されることに注意する必要が

ある注5。具体的には、定期建物賃貸借契約（借地

借家法第38条）とする場合などを除き、賃貸人

による更新拒絶について正当の事由（借地借家

法第28条）が必要とされるため、賃貸人側から

契約を終了させることが制限され、また、賃借

人に借賃減額請求権（借地借家法第32条）が認め

られるなどの効果が生じることになる。

この点、建物の一部であっても、障壁その他

によって他の部分と区画され、独占的排他的支

配が可能な構造・規模を有するものは、借地借

家法上の「建物」であると解されているが注6、建

物の一部であっても借地借家法の適用を否定し

ている事例も存する注7。データセンターの場合、

カスタマーが利用する対象の範囲、その独立性、

変更の可否及び方法、外部から入館する方法及

注 4
この点、海外においては、国及び地域にもよるところであるが、空間の使用について、leaseとしているケースとlicense（非排他的な使用許諾契約）
としているケースのいずれも存在する。
注 5
なお、建物（建物の一部を含む。）の賃貸借ということになると、その契約の媒介行為は宅地建物取引業（宅地建物取引業法第2条第2号）に該当し、
宅地建物取引業法が適用され得ることにも留意する必要がある。データセンター事業者が自らカスタマーと契約交渉をする場合には宅地建物取引業
には該当しないところであるが、ストラクチャーによっては、カスタマーとの契約の当事者となるエンティティと実際にカスタマーと交渉をするエンティ
ティが異なることもあり得る。この場合、宅地建物取引業に該当し、カスタマーと交渉をするエンティティには免許（宅地建物取引業法第3条第1項）
が必要になり得るほか、重要事項説明（宅地建物取引業法第35条）等が必要となり得ることにも留意する必要がある。
注 6
借家法に関する判例ではあるが、最判昭和42年6月2日民集21巻6号1433頁が参考となる。
注 7
駅ビルレストラン街の一区画について、契約面積中に賃料の対象とならない通路等の部分が含まれていること、独自の施錠設備や独立した外部から
の出入口はないこと、出店区画を移動し、契約面積も増加させるなどしている経緯などを踏まえて借地借家法の適用を否定した事例として東京地判
平成20年6月30日判時2020号86頁が存在する。他方で、スーパーマーケット内のパン売り場について、スーパーマーケットの入口とは別に直接
公道から出入りできる独自の入口を持っており、スーパーマーケットの他の売り場とは扉等はなく自由に行き来できるものの一応独立した区画となっ
ていることなどを踏まえて借家法の適用を肯定した事例として東京地判平成8年7月15日判時1596号81頁も存在する。なお、デパートのいわゆるケー
ス貸しについては、基本的に借地借家法は適用されないと考えられている（最判昭和30年2月18日民集9巻2号179頁参照）。
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び態様、データセンター事業者の立入りの可否

等の事実関係を踏まえて判断されることになる

と考えられる。

この点については、仮に、データセンター事

業者とカスタマーの間の契約の名称をサービス

契約、コロケーション契約、ライセンス契約な

どと定め、賃借権は発生しない旨、あるいは借

地借家法は適用されない旨を規定したとしても、

それにより借地借家法の適用を避けることがで

きるとは限らず、実態に即して判断されること

に留意する必要がある注8。

また、特にGK-TKストラクチャーやTMKス

トラクチャーを採用する場合には、各エンティ

ティに適用される規制（典型的にはTMKにおけ

る他業禁止規制）等の事情に加えて、カスタマー

に提供する各サービスに適用される、後記3.に

おいて解説するような各種の規制を踏まえて、

各サービスをどのエンティティにおいてカスタ

マーに提供すべきかが問題となることから、カ

スタマーとの契約の構成、当事者、内容等に工

夫が必要となり得るところである注9。

3. データセンター事業に
適用される主要な規制

データセンター事業には様々な規制が適用さ

れ得るが、以下ではデータセンターの開発・運

営プロジェクトにあたり論点となることの多い、

カスタマーに対するサービスの提供に関連する

主要な規制を概観する注10。

（1） 電気通信事業法

電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、

その他電気通信設備を他人の通信の用に供する

ことを電気通信役務（電気通信事業法第2条第3

号）といい、他人の需要に応ずるために電子通信

役務を提供する事業（電気通信事業注11）を営む場

合には、原則として、登録（電気通信事業法第9条）

又は届出（電気通信事業法第16条）を行う必要が

あるほか、電気通信事業法上の規制に留意する

必要がある。

不動産会社等が、電源設備や耐震設備等を備

えた建物を設置し、電気通信事業者等にサーバ

等の設置場所を貸し出すサービスについては、

不動産業として、スペース・空間を貸し出して

いるにすぎないことから、電気通信役務に該当

しないと判断されるものの、サービス提供者が、

自ら調達した電気通信回線をサービス利用者に

注 8
前掲東京地判平成8年7月15日、東京地判平成26年11月11日WLJPCA11118015参照。
注 9
ハイパースケールデータセンターについては、カスタマーとの契約についても国際的に標準化することが求められ得るところ、日本におけるストラク
チャーや規制に起因する事情によりカスタマーとの契約を変更・調整することができるかについてはカスタマーとの交渉事項となる。また、複数のエ
ンティティを関与させる場合、各エンティティの信用力も問題となり得ることに留意が必要である。
注 10
本稿では触れないが、建築基準法、消防法、電気事業法等データセンターの建物及び設備に関連する各種の規制についてもストラクチャリングの際
には留意が必要となる。
注 11
放送法第118条第1項に規定する放送局設備供給役務に係る事業は電気通信事業から除かれている（電気通信事業法第2条第4号）。
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提供している場合は、電気通信役務の再販に該

当し、登録又は届出が必要な電気通信事業と判

断される注12。

登録と届出のいずれが必要とされるかについ

ては、データセンターについては届出で足りる

ケースが多いところであるが、実務上は、ネッ

トワーク構成図を示したうえで管轄通信局と協

議すべき場合が多い。

なお、特定目的会社については、他業禁止の

観点から登録又は届出の主体となることは難し

いと考えられることから、TMKストラクチャー

においては、データセンター事業者又はマスター

レッシーとなるSPCにデータセンターを賃貸し、

データセンター事業者又はSPCにて登録又は届

出を行うことを検討することになる。

（2） 建設業法

データセンターにおいては、当初の建設工事

が完了し、運営を開始した後においても、カスタ

マーの要請やカスタマーの入替え等に応じて電

気工事等の各種の工事が必要となることが多い。

これらの工事の完成を請け負う営業については

建設業（建設業法第2条第2項）に該当し、工事一

件の請負代金の額が 500万円に満たないなど軽

微なもののみを請け負うことを営業とする者を

除き、建設業の許可を受ける必要がある（建設業

法第3条、建設業法施行令第1条の 2第1項）注13。

この点、データセンター事業者の資産となる

ものについてデータセンター事業者が、カスタ

マーの資産となるものについてカスタマーが、

それぞれ直接建設業者に発注する場合は特段問

題ないものの、ストラクチャーによっては、カ

スタマー、データセンター事業者、建物を所有

するSPCなどの複数の当事者が発注に関与す

ることになり、データセンター事業者又は当該

SPCが元請けとして建設業に該当する行為を行

うことにならないかが問題となり得る。データ

センターの場合、様々な資産が最終的にどの当

事者に帰属するのかが複雑になることも多いと

ころであるが、工事の発注についてはデータセ

ンター事業者等が一括して行う方が便宜である

といった実務上の要請もあり得るため、建設業

法上のリスクを踏まえて建設業者への発注方法

を検討する必要がある注14注15。

（3） 警備業

データセンターにおいては物理的なセキュリ

ティを常時確保する必要があるが、データセン

ターにおける常駐警備については、いわゆる施

設警備業務注16 として、「他人の需要に応じて行

う」場合には警備業務（警備業法第2条第1項）に

注 12
総務省「電気通信事業参入マニュアル［追補版］」平成17年8月18日（令和5年1月30日改定）22頁
注 13
なお、電気工事については、工事一件の請負代金の額が 500万円に満たないものを含めて、電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づく登録、
届出等の手続が必要となることに留意する必要がある。
注 14
カスタマーとの契約においても、当該発注方法との整合性に留意する必要がある。
注 15
TMKストラクチャーにおける特定目的会社については、建設業に該当する行為を行っていることになると、建設業法違反の問題に加えて、他業禁止
規制違反として導管性要件への影響も生じ得ることとなる。
注 16
事務所、住宅、興行場、駐車場、遊園地等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する業務（警備業法第2条第1項第1号）。
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該当し、これを営むには警備業法上の認定を受

ける必要がある（警備業法第4条）。

建物全体を所有し又は賃借するデータセン

ター事業者が、自ら運営するデータセンターに

おいて警備を行うことについては、「他人の需要

に応じて行う」ものではなく自己の業務として

行うものと整理し得るものであり、かかるデー

タセンター事業者が警備会社に警備業務を委託

することについても同様に問題ないと考えられ

るところであるが、建設業の場合と同様に、複

数の当事者が関与する場合には、データセンター

事業者又はSPCが警備業務を受託すること（警

備業者に再委託する場合を含む。）にならないか

が問題となり得る。

（4） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

データセンターにおいて排出される廃棄物に

ついては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（以下「廃掃法」という。）の規制に従って処理を

する必要がある。

事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄

物を自らの責任において適正に処理しなければ

ならない（廃掃法第3条第1項）とされており、

産業廃棄物（廃掃法第2条第4項）に該当するも

のについては、「自ら処理しなければならない」

（廃掃法第11条第1項）とされ、産業廃棄物の運

搬又は処分を他人に委託する場合には、廃掃法

第14条第12項に規定する産業廃棄物収集運搬業

者、産業廃棄物処分業者その他環境省令で定め

る者にそれぞれ委託し、委託に係る産業廃棄物

の引渡しと同時に管理票（マニフェスト）を交付

しなければならないとされている（廃掃法第12

条の 3）。

前述のとおり、データセンターにおける様々

な資産がどのエンティティに帰属するかはケー

スバイケースであり、かつ複雑な帰属関係とな

ることも多いことから、データセンターにおける

廃棄物についてどのエンティティが排出事業者

となるかは難しい問題となることも少なくない。

また、廃掃法上、産業廃棄物の収集、運搬又は

処分を第三者に再委託することは原則として禁

止され、厳格な基準を満たす場合にのみ許容さ

れるに過ぎない点にも留意が必要である（廃掃法

第14条第16項参照）。カスタマーが産業廃棄物

の排出事業者となる場合には、カスタマーにお

いて産業廃棄物収集運搬業者又は産業廃棄物処

分業者にそれぞれ委託するなどの対応をとる必

要があり得るところであり、また、データセン

ター事業者の業務についてカスタマーから産業

廃棄物の処理を委託されているとみなされ廃掃

法上の許可（廃掃法第14条第1項、第6項）が必

要とならないかについて留意する必要がある。

4. 電力の調達 

前稿3.記載のとおり、データセンターの運営に

際しては、莫大な量の電力を消費する。データセ

ンターの設備・建物関係、人件費等も含めた運営

コストの原価内訳に占める電気代の占める割合は

25％にも上るとの試算もなされている注17。また、

脱炭素電源の調達を求めるハイパースケーラー

注 17
デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第2回）「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第2回）配付資料 資料3「デジタル
インフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第2回）」（2021年11月15日）4頁
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の誘致にあたっては、データセンター自体の省

エネ化だけでなく、外部から再エネ由来の脱炭

素電源を大量かつ安定的に調達する必要性に迫

られる局面も増加している。

再エネ由来の電力を調達する方法にはいくつ

かの手法があるが、近時注目されているのは、

特定の需要家である企業（データセンター事業

者等）が、特定の再エネ発電事業者から直接再

エネ電力を調達する仕組み（コーポレートPPA）

である。データセンターとの関係では、特に、

距離的に離れた場所にある第三者たる発電事業

者が運用する発電施設（例えば、地方にある風

力発電所）で生み出された再エネ由来の電力を、

首都圏近郊のデータセンターに供給するような

オフサイト型のPPAの取組みが想定される。

コーポートPPAには、①フィジカルPPA（電

力系統を介して需要家に電力を供給する方法で

あり、電力と環境価値が一体として発電事業

者から需要家に移転する形態）と②バーチャル

PPA（発電事業者は電力を市場や他の事業者へ

売電し、需要家も発電事業者以外の小売電気事

業者から電力を物理的に調達する一方で、環境

価値注18 のみを電力と切り離して発電事業者から

需要家に移転する形態）の二つの形態がある。

フィジカルPPAは、発電事業者（再エネ発電

施設の所有者等）から需要家（データセンター事

業者等）に対して（環境価値が付帯した）電力の

現実の移転を伴うところ、電気事業法上、小売

供給（一般の需要に応じ電気を供給すること）を

事業として行うには、小売電気事業者としての

登録が必要になる。そのため、発電事業者と需

要家の間に小売電気事業者を介在させる必要が

あり、発電事業者は一旦小売電気事業者に再エ

ネ電力を供給し、需要家は小売電気事業者から

再エネ電力を直接に購入する形態となる。

一方のバーチャルPPAは、発電事業者が電力

から環境価値を切り離して環境価値のみを特定

の需要家に提供する一方で、需要家との間で、

ストライクプライス（基準価格）という固定価格

を設定し、電力の市場価格と基準価格の差額を

精算する方式である。近時の制度変更によって

2022年4月以降に営業運転開始となる電源や卒

FIT電源に関する非FIT非化石証書に関しては

需要家が直接購入することが可能となり、また、

従来議論のあった商品先物取引法上の規制との

関係では、経済産業省が、一般論として、契約

上、少なくとも①取引の対象となる環境価値が

実態のあるものであること、及び②発電事業者

から需要家への環境価値の権利移転が確認でき、

全体として再エネ証書等の売買と判断すること

が可能であれば、商品先物取引法の適用はない

との見解注19 を示したことから、実務的にも導入

が進んでいる。

注 18
一般に、①非化石価値：供給高度化法上の非化石電源比率算定時に計上できる価値、②ゼロエミ価値：温対法上のCO2排出係数が 0kg-CO2/kWh
である価値、及び③環境表示価値：小売電気事業者が需要家に対して付加価値を表示・主張することができる価値などをいう。
注 19
経済産業省ウェブサイト「バーチャルPPAの差金決済等に係る商品先物取引法上の考え方の公表について」（https://www.meti.go.jp/policy/commerce/
b00/vppa.html）を参照。但し、会計・税務上の取扱いについては別途留意が必要である。
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いずれのコーポレートPPAについても、導入

に際して検討すべき論点は多い。例えば、フィ

ジカルPPAの場合、データセンター事業者等の

需要家からすれば小売電気事業者の信用リスク

を一定程度負担せねばならないことになる。バー

チャルPPAの場合、需要家は電力市場における

価格変動リスクを負うことになるため、リスク

低減策を検討しなければならない。さらに、コー

ポレートPPAの契約交渉には、通常、大きな労

力を有する。発電事業者にとっては多大な投資

をして開発する再エネ発電所の開発費を回収し

リターンを確保するための鍵となるオフテーク

契約であり、発電事業者がプロジェクトファイ

ナンスを調達する場合にはそのレンダーの意向

も反映する必要がある。需要家側としては、そ

の点も理解した上で、契約期間、電力や環境価

値の供給条件、支払条件、制度変更・不可抗力

リスクの負担などの商務条件の交渉に臨まなけ

ればならない。

なお、データセンターの開発・運営に際しては、

その他にも、受電設備の保有主体を誰とすべき

か（SPCか否か等）、小売電気事業者との間で小

売供給契約を締結する需要家をいずれとすべき

か、ひとつの受電設備で受電（一括受電）した電

力を複数の棟に所在するカスタマーに供給する

ことが可能か注20 など、具体的なプロジェクトに

応じて、電気事業法に加え、資産流動化法等の

規律も踏まえながら判断しなければならない電

力関連の論点も数多く存在するため、留意が必

要である。

注 20
なお、従来、マンションやオフィスビル等におけるいわゆる高圧一括受電による電気の提供は、当該マンションやオフィスビル等という一の需要場所
における受電実態（設置された受電設備の所有や維持・管理）を有する高圧一括受電事業者が、当該需要場所におけるマンション各戸や各テナント
等の最終的な電気の使用者に電気を提供するものに過ぎず、このような受電実態を有する高圧一括受電事業者から最終的な電気の使用者への電気
の提供は、一の需要場所内での電気のやりとりとして、電気事業法上の規制の対象外とされてきた（経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（令
和7年3月31日最終改訂）42頁）。
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E S S A Y

 

この原稿を書いている今は 4月中旬で、当方が

シンガポールに来てちょうど 1年経ちましたが、

今回は週末によく足をのばしているチャイナタウ

ンについて書きたいと思います。

シンガポールはマリナベイ・サンズのような近

代的な観光エリアもありますが、当方はどちらか

というとごちゃごちゃして歴史や文化も感じられ

る街並みの方が好みなため、赴任当初からその

ようなエリア（チャイナタウン、ブギス・アラブ

ストリート、リトルインディア等）を訪れていま

すが、その中でもチャイナタウンがお気に入りに

なっています。

チャイナタウンというと世界各地にあります

が、シンガポールのそれの起源は近代シンガ

ポール建国の父とされるラッフルズ卿が上陸した

1819年に遡り、自由港の設立を受け中国（広東省

や福建省といった南部）を含むいくつかの国から

移民が流入、当時の都市計画において今のチャ

イナタウンの場所が中国からの移民が住むエリア

に指定されたそうです。

その後約200年の歴史を紐解くとそれなりの紆

余曲折があったようで、現在観光資源として有

名でチャイナタウンにも多く並ぶショップハウス

（写真1）はイギリス植民地化の中で中国南部の伝

統建築と西洋様式の融合建築として知られ、現

在シンガポール国内に残るものは富裕層向けの住

チャイナタウン

胡子 英基
Executive Vice President
MEC Global Partners Asia

（ARES マスター　M0600261）

シンガポール身辺雑記③

写真1
ショップハウスは長屋形式で間口は数mと狭いが奥行きは
30m以上はあり（イギリス植民地時代に間口の幅で課税され
ていたためとのこと）、これはサマセット地区エメラルドヒル
のもの。



31 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.87 May 2025

宅にもなったりしていますが（写真2）、1950年代

のチャイナタウンにおいては人口増加密集の結果

1棟に 100人以上が住む劣悪なスラム住宅になっ

たことがあり（写真3）、ただしその後1960年前後

にもう一人のシンガポール建国の父リー・クアン

ユーの下HDB（Housing & Development Board：

住宅開発庁）が発足し公団住宅（これもHDBと呼

ばれています）の整備と住民移転が進んでからは

環境が改善、今の歴史的保存地区としての整備

（観光地化）に至ったとのことです。

そのようなことで今もとりわけ中国色の強いエ

リアの魅力はホーカーや屋台など物価全般の安

さもありますが、当方が頻繁に通う一番の理由

は本格的なマッサージをコスパよく受けることが

できるところで、具体的には先ほど触れたHDB

整備の初期に建てられたPeople’s Park Complex 

（写真4）というHDBの足下商業施設内にある 

TCMマッサージ（Traditional Chinese Massage）、

足裏マッサージにほぼ毎週通っています（前回に

続き健康ネタで恐縮です）。

一昨年アメリカから日本に戻った際、健康管理

に余念のない当方としてはストレッチ（他人に力

をかけてもらうもの）に通い身体の柔軟性維持に

努めていましたが、シンガポールにはそのような

業態がないため調べていたところ、日本人界隈で

上記施設が有名との情報をつかみ来訪。実はそ

写真2
写真1 と同じエメラルドヒルの中の 1棟のリノベ計画看板。
元々富裕層が住むエリアだが高級住宅に改修される模様。

写真3
分かりにくいが中庭（光庭）に大量の洗濯物が干されており、
建物内は 2-3畳程度の小部屋群に間仕切りされ各部屋に 
家族で住んでいたとか。（URA施設展示）

写真4
「 珍 珠 坊 」と い う ロ ゴ が あ る 黄 色 いHDBの 足 下 商 業 が
People’s Park Complex。非常に目立つので見覚えのある
方もいらっしゃるのでは。
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れまで中国系マッサージを受けたことはありませ

んでしたが、足裏は「足裏の反射区は、体の器官

や臓器まで“全身を投影するもの”として考えら

れていて、全身の不調を改善でき、血行促進、リ

ラックス効果もあり」とのことで、確かにぐりぐ

りされて適度な痛みがあると、いかにも該当器官

が活性化している感じで、時 「々あなた、寝不足

でしょう？」とか当てられたりすると「そんなこと

も分かるのか」と驚くばかり。一方TCMは「中国

5000年の歴史に基づき体内のエネルギー循環を

維持または回復･･･」と定義はよく分かりません

が、要は指圧で、凝り固まった肩や腰を指や場合

によっては肘を使ってまさに押しつぶすように揉

みほぐされ、終わった後はそれはそれは体が軽く

なりました。

施設内に軒を連ねる店の中のいくつかを試し

た結果、足裏30分とTCM30分の計60分がなん

とSGD 35 ドル（写真5、6）で受けられる今のお店

に落ち着き、今はすっかり常連として、行くと笑

顔で迎えられ中国の曲が流れる空間でマッサー

ジを受けると「ここはもはやシンガポールのサー

ドプレースか」といった気分です（ただし、英語

が通じない人が多いのでマッサージ中のコミュ

ニケーションが限定的なところが少し難点です

が）。ちなみにメニュー表写真内にあるカッピン

グ（Cupping）や「かっさ」（Scraping）も中国伝統

のもののようですが、施術直後に跡になる可能性

があるようでちょっと尻込みして体験できていま

せん。

なお、チャイナタウンでは街中のオープンス

ペースに持ち運び可能なカラオケセットが置か

れ、高齢の人が気持ちよさそうに歌っていると

ころをよく見かけるので微笑ましく思い、シンガ

ポーリアンに聞くと「あれは近代化に乗り遅れた

華人がノスタルジーにひたっているだけ」とドラ

イなコメント。ただ、確かにチャイナタウンは観

光地として有名ですが、中心部から少し外れると

先ほども触れた 1970年台に整備されたHDBやほ

写真5
行きつけのHUA TUOというマッサージ店で、奥にマッサー
ジチェアやベッドが並んでいる。ジャージの男性はたぶん店長。

写真6
マッサージ店の価格表。当方はいつも右上の「いいね」が付い
ているコンボAを選択。
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えびす　ひでき

2005 年に三菱地所株式会社キャリア入社。国内オフィスビル
開発等を経て 2015 年より投資マネジメント事業グループ所属、
2017 年度から 2022 年度は米国子会社の TA Realty（ボストン）
に出向、2024 年度よりアジア子会社の MEC Global Partners 
Asia に出向中。

ぼ中国人客しかいない商業施設も存在し、その

あたりに住んでいる高齢者は 1965年の独立後の

英語教育も受けていない人も多いようで、そのよ

うな一面もあるのだなと気付かされたりもしまし

た。

ということで今回はチャイナタウンについてで

したが、書くにあたり生活実感につながる歴史

背景も把握すべくURA（Urban Redevelopment 

Authority：都市再開発庁）の施設やChinatown 

Heritage Centerといったところを改めて訪れる

と、シンガポールという小さな都市国家が 1965

年の独立以降60年でここまでの先進国になるに

至った歴代首相の国家運営や都市計画全般への

理解が進んだ面もあり、今回駐在の機会を活かし

て更に理解を深めたいと思いました。
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